
  

第４章 施策の内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の内容の見方  

｢主な事業の年次計画 ｣について  

施策 1-(1)  子 育ち・親育ちの環境づくり  

施策 1-(2)  情 報提供・相談体制の充実   

施策 2-(1)  子 育て支援ネットワーク活動の支援  

施策 2-(2)  教 育・保育の計画的整備・提供  

施策 2-(3)  教 育・保育の質の確保・向上  

施策 2-(4)  子 育て家庭の負担へのサポート  

施策 2-(5)  ワ ーク・ライフ・バランスの推進  

施策 3-(1)  児 童虐待の防止  

施策 3-(2)  障 害のある子どもへの支援   

施策 3-(3)  ひ とり親家庭の自立支援   

施策 3-(4)  さ まざまな環境にある子どもへの支援   
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 ■施策の内容の見方   

施策が目指す方向

性について記載し

ています。 

「施策が目指す方向性」

を実現するための取り

組みです。 

「実現に向けて取り組むこと」

の背景にある考え方や留意事項

等を記載しています。 

主な事業について、年次ごとの

実施予定を記載しています。 

詳細は次ページをご覧下さい。 



  

 

 ■「主な事業の年次計画」について  

 

◆ 「主な事業の年次計画」は、「実現に向けて取り組むこと」に沿った事業のうち主な

ものについて、その事業量や実施スケジュール等を年次ごとに示したものです。 

◆ 掲載事業のうち、事業名の横に       又は  

 とあるものについては、子ども・子育て支援法第６1 条第２項に基づき、「量の見込み」

及び「確保方策」を記載しています。（「量の見込み」及び「確保方策」等の詳細は 24

ページ参照） 

◆ 上記の「量の見込み」及び「確保方策」は、教育・保育提供区域ごとに記載してい

ます。なお、柏市における教育・保育提供区域は、「北部」「中央」「南部・東部」の３

区域に分けることとしました。（教育・保育提供区域の詳細は 25 ページ参照）  

◆ 教育・保育提供区域は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通

の区域設定とすることが基本となりますが、実態に応じた設定が可能となっています。

柏市では、市全域を 1 区域として「量の見込み」及び「確保方策」を設定するほうが

適切な事業については、市全域を教育・保育提供区域としました。 

 

 

 

＊7  子育て短期支援事業（ショートステイ）：保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一 

  時的に困難となった児童について、児童養護施設その他の施設に入所させ、必要な保護を行う事業 

＊8  一時預かり事業：家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、主と 

   して昼間において、保育園その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業 

＊9  ファミリー・サポート・センター事業：児童を一時的に預かり、必要な保護を行ったり、児童が円滑に外出す 

   ることができるよう、その移動を支援したりといった援助を受けることを希望する者と、援助を行うこ 

   とを希望する者との連絡及び調整などの支援を行う事業 
＊10  乳児家庭全戸訪問事業：原則として全ての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情 

   報の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行う事業 

＊11  養育支援訪問事業：養育を支援することが特に必要であると判断した家庭に対し、適切な養育が行われ 

   るよう、その居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行う事業 

事業名等 区域 

教育・保育 ３区域 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

時間外保育事業（延長保育事業） 市全域 

放課後児童健全育成事業（こどもルーム） 市全域 

子育て短期支援事業（ショートステイ）＊7 市全域 

地域子育て支援拠点事業 [前掲＊6 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>] ３区域 

病児保育事業 市全域 

一時預かり事業＊8 市全域 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センタ

ー事業＊9） 
市全域 

乳児家庭全戸訪問事業＊10 市全域 

妊婦健康診査 市全域 

養育支援訪問事業＊11 市全域 

利用者支援事業[前掲＊5 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>] （子育て支援アドバイザ

ー、保育アシストコール・アシストデスク、妊娠子育て相

談センター） 

市全域 

教育・保育 地域子ども・子育て支援事業 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊12 地域型保育事業：家庭的保育事業＊13、小規模保育事業＊14、居宅訪問型保育事業＊15 及び事業所内保育 

    事業＊16 のこと。原則として満 3 歳未満の子どもを、少人数の単位で預かる事業である。 

＊13  家庭的保育事業：保育者の居宅等において保育を行う事業（利用定員：5 人以下） 

＊14 小規模保育事業：原則として、利用定員が 6 人以上 19 人以下の施設において保育を行う事業。保育者の 

    保育士資格の有無等によって、Ａ型・Ｂ型・Ｃ型の類型に分けられる。 

＊15 居宅訪問型保育事業：子どもの居宅において保育を行う事業 

＊16 事業所内保育事業：企業等の事業所の保育施設などにおいて保育を行う事業 

「量の見込み」及び「確保方策」                          
 

◆ 子ども・子育て支援法第 61 条第 2 項には、市町村子ども・子育て支援事業

計画に記載すべき事項として、教育・保育提供区域（次ページ参照）ごとの、

計画期間の各年度における教育・保育※1 及び地域子ども・子育て支援事業※2

の 「量の見込み」（＝ 利用見込み数 ＝ “需要” ）と「確保方策」（＝「量の見込

み」に見合う定員等（＝“供給”）を確保するための方法）が挙げられています。 

※1 教育・保育  

    教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育園）及び地域型保育 

   事業＊12（家庭的保育事業＊13、小規模保育事業＊14、居宅訪問型保育事 

   業＊15、事業所内保育事業＊16）のこと 

※2 地域子ども・子育て支援事業 

    次の 13 の事業のこと 

     ①時間外保育事業（延長保育事業） 

     ②放課後児童健全育成事業（こどもルーム） 

     ③子育て短期支援事業[前掲＊7 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

     ④地域子育て支援拠点事業[前掲＊6 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

     ⑤病児保育事業 

     ⑥一時預かり事業[前掲＊8 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

     ⑦ファミリー・サポート・センター事業[前掲＊9 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>]）  

     ⑧乳児家庭全戸訪問事業[前掲＊10 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

     ⑨妊婦健康診査 

     ⑩養育支援訪問事業[前掲＊11 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

     ⑪利用者支援事業[前掲＊5 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

     ⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

     ⑬多様な主体の参入促進事業 

◆ なお、教育・保育については、次の認定区分ごとに「量の見込み」と「確保

方策」を記載することとなっています。 
 

認定区分 対象者 対象施設・事業 

１号認定 

満 3 歳以上の教育を希望する

（保育の必要性がない）就学前

の子ども 

認定こども園 

幼稚園 

２号認定 
満 3 歳以上の保育を必要とする

就学前の子ども 

認定こども園 

保育園 

３号認定 
満 3 歳未満の保育を必要とする

就学前の子ども 

認定こども園 

保育園 

地域型保育事業 

◆ 「量の見込み」の算定に当たっての考え方は、26 ページのとおりです。 

 

 

 

 



  

 

  

教育・保育提供区域                                
 

◆  教 育・保育提供区域は、子ども・子育て支援法第６ 1 条 第２項第

1 号では「市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的

条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件

を総合的に勘案して定める区域」とされています。  

◆  第 二 期計画における柏市の教育・保育提供区域は、第一期計画と

同様に「北部」「中央」「南部・東部」の３区域としました。この３

区域は、第一期計画の区域を引き継ぐと同時に、上位計画である柏

市第五次総合計画（ 計画期間平成 ２８～令和７年度）で用いられて

いる４区域を基本としており、保育所等の利用に当たり、柔軟な対

応が可能となる区域数であることから、採用したものです。  

◆ 「 北部 」「中央」「南部・東部」の３区域は、21 の コ ミュニティエ

リアが基になっています。  

 

 各区域内のコミュニティエリア  

北 部  田中、西原、柏の葉、富勢、松葉、高田・松ヶ崎 

中 央  豊四季台、新富、旭町、柏中央、新田原、富里、永楽台 

南 部  

・ 東 部  

増尾、南部、藤心、光ヶ丘、酒井根、手賀、風早北部、 

風早南部 

 

 

 
南 部 ・ 東 部  

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「量の見込み」の算定に当たっての考え方                      
 

◆  「 量 の 見込み」の算定に当たっては、国が示した「市町村子ども・

子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等のための手引

き」「第二期 市町村 子ども・子育て支援事業計画等における『量の見

込み』の算出等の考え方（改訂版 ）」による算定方法等をベースに、

必要に応じて柏市独自の補正を行いました。なお、算定の基礎とな

るニーズ調査を行いました。（ニーズ調査の概要は 68 ペ ー ジ参照） 

◆  国 が 示した算定方法の概要と柏市が行った算出 ・補正の内容 は、

下記のとおりです。なお、事業によって対象となる家庭類型が異な

ることから、算定に当たり必要となる推計児童数を家庭類型により

次のように区分した上で、算定方法を示します。  
 

区 分  対 象 と な る 家 庭 類 型  

推計児童数（共働き等） 
ひとり親家庭や、両親ともフルタイムで就

労する家庭など 

推計児童数（専業主婦等） 
専業主婦(夫)家庭や、就労時間の短いパート

タイムで就労する家庭など 

推計児童数（全家庭） 全ての家庭 

 

＜教育・保育＞                                 

 

■２号（３～５歳児）認定・３号（０歳児、１・２歳児）認定 

 [国が示した算定方法の概要] 

推計児童数（共働き等）×認可保育園等を第１希望とする割合 

 [柏市の算出の方法] 

①令和２年度の保育の量の見込みを上記算出方法にて算出しました。なお、０

歳児については、育児休業の取得状況を考慮しました。 

②待機児童解消の取組を強化推進するために国が策定した「子育て安心プラン

（平成２９年６月）」は、令和４年度までに女性就業率８０％に対応できる

保育の受け皿を整備することとしています。柏市でも子育て安心プラン実施

計画を作成しているため、令和４年度を保育需要のピークと見込みました。

また、国が女性就業率８０％時の１・２歳児の保育利用率を約６０％と見込

んでいることを鑑み、柏市の保育利用率は全国平均よりも低い傾向にあるこ

とから、ピーク時の保育利用率を４５．３％程度と設定して算出しました。 

③令和５・６年度は、ピークである令和４年度の保育利用率がそのまま維持さ

れるものとして、推計児童数の推移に合わせて見込み量を算出しました。 

④歳児別の量の見込みは、過去５年間の平均構成比を基に算出しました。 

■１号認定（３～５歳児） 

 [国が示した算定方法の概要] 

推計児童数（専業主婦等）×幼稚園・認定こども園の１号利用を第１希望と 

 する割合 

 [柏市の算出の方法] 

 令和２年度の保育の量の見込みを上記算出方法にて算出しました。令和３～

６年度は、２号認定の量の見込みを基本としてその増減分を１号認定に反映し

て算出しました。 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域子ども・子育て支援事業＞                          

 

■時間外保育事業 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（共働き等）×認可保育園等を第１希望とする割合 

            ×利用希望者の割合 

 [柏市の算出の方法] 

  補正なし 

 

■放課後児童健全育成事業（こどもルーム） 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（共働き等）×利用希望者の割合 

 [柏市の算出の方法] 

ニーズ調査で算出した利用希望者のうち、令和元年度の実入所児童数と待機 

 児童数（利用申込に至った児童数）の割合を算出し、ニーズ調査で算出した利 

 用希望者を基に上記割合と予測増加率を考慮して算出しました。 

 

■子育て短期支援事業（ショートステイ）[前掲＊7 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>]（宿泊を伴うもの） 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（全家庭）×利用が必要な割合×利用が必要な日数の平均 

 [柏市の算出の方法] 

ニーズ調査における回答の中に、親族に子どもをみてもらえると思われるも 

 のがあること及び平成３０年度利用者の利用日数の実績を考慮しました。 

 

■地域子育て支援拠点事業[前掲＊6<13 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（全家庭）×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

 [柏市の算出の方法] 

  国の算出基準によらず算出。利用者の実績を基に、ニーズ調査において保育 

 園等に入園していない０～２歳児のうち、拠点等を利用していない人で利用し 

 ていない理由に「自宅の近くにない」を挙げた人（18.7％）を加え、児童人口 

 の伸び率や事業特性・地域特性を勘案して算出しました。 

 

■病児保育事業 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（共働き等）×利用が必要な割合×利用が必要な日数の平均 

 [柏市の算出の方法] 

利用が必要な割合を算出するに当たり、ニーズ調査における「両親のどちら 

 かが休んだ、かつ、できれば病児・病後児のための保育施設等を利用したい」 

 という回答を除きました。 

 

■一時預かり事業（幼稚園型）[前掲＊8 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

 [国が示した算定方法の概要] 

  １号認定該当者×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

 [柏市の算出の方法] 

補正なし 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■一時預かり事業（幼稚園型を除く）、ファミリー・サポート・センター事業 [前 

  掲＊9 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>]（就学前児童対象）、子育て短期支援事業（ショートステイ）[前 

  掲＊7 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>]（宿泊を伴わないもの） 

 [国が示した算定方法の概要] 

推計児童数（全児童）×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

 [補正の内容] 

０～２歳について、ニーズ調査における回答の中に親族等に子どもをみても 

 らえると回答したもの、平日の定期的な施設利用の有無や希望、週５日以上な 

 どの利用希望等があることを考慮しました。３～５歳について、「事業を利用し 

 た」との回答の利用日数から算出しました。 

 

■ファミリー・サポート・センター事業[前掲＊9 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>]（就学後児童対象） 

 [国が示した算定方法の概要] 

推計児童数（全児童）×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

 [補正の内容] 

就学後児童全体に対するニーズ調査は実施していないため、就学後児童の平 

成３０年度利用実績を基に、過去４年間の実績の伸び率を勘案して、量の見 

込みを算出しました。 

 

■乳児家庭全戸訪問事業[前掲＊10<23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

 [算定に当たっての考え方]（国から算定方法は示されていません） 

  実績値から推計しました。 

 

■妊婦健康診査 

 [算定に当たっての考え方]（国から算定方法は示されていません） 

  実績値から推計しました。 

 

■養育支援訪問事業[前掲＊11 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

 [算定に当たっての考え方]（国から算定方法は示されていません） 

  実績値から、増加傾向の伸び率に配慮して推計しました。 

 

■利用者支援事業[前掲＊5 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>] 

 [算定に当たっての考え方]（国から算定方法は示されていません） 

特定型・基本型・母子保健型といった各実施類型の特性を考慮して算定し 

ました。 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 子ども同士が育ち合い、保護者も共に支え合う仲間を作ったり学び合ったりで

きる場、また時には親子でほっとひと息つける場を充実させます。また、まちへ

踏み出す親子を温かく迎え入れる環境づくりを進めます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  親 子で交流できる場の充実  

 地 域 子 育 て支援拠点事業 [前掲＊6 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>]などの親子の居場所がま

ちへのデビューの場としてふさわしい場となるよう、事業者対象の

研修や子育て支援の情報提供などにより事業内容の質の充実を図り

ます。また、地域バランスに配慮した整備を行います。  

 ②  子 育てを支援する活動の支援  

 市 民 活動団体や事業者が地域で行う各種の子育て関連イベントや

講座、子育てサークル活動など、さまざまな形で行われる子育て支

援の活動を支援する情報提供や広報活動などの支援を行います。  

 ③  子 育てに対する意識啓発  

 子 ど もの育ちや子育てに対する支援の必要性等について、 さまざ

まな機会を通じて啓発をしていきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 
 

1  親 子が 社会へつながる一歩を踏み出せる環境をつくる  

 
 施策 1－ (1) 子育ち・親育ちの環境づくり  

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  乳 幼 児 と ま ち に 出 る に は 親 子 の 身 支 度 や 準 備 な ど 、 大 変 な エ ネ ル ギ ー が

必 要 で す 。 初 め て の 慣 れ な い 子 育 て で は 、 ぐ ず っ た ら ど う し よ う な ど と い

う 心 配 も 大 き い は ず で す 。 そ ん な ま ち デ ビ ュ ー を 温 か く 迎 え 入 れ る 場 と し

て 、 地 域 子 育 て 支 援 拠 点 や 地 域 で の 子 育 て サ ロ ン や 子 育 て サ ー ク ル な ど の

活 動 が 機 能 し ま す 。  

◆  ま ち へ デ ビ ュ ー し た 保 護 者 が 自 信 を 持 っ て 子 育 て に 取 り 組 む た め に は 、

相 談 し や す い 、親 同 士 が つ な が り や す い 、子 育 て を 学 び 合 え る「 場 」で あ る

こ と が 重 要 で す 。ま た 、迎 え 入 れ る「 場 」が 地 域 と つ な が っ て い る こ と も 大

切 で す 。親 子 が 多 様 な 人 と 関 わ り 、多 く の 人 に 支 え ら れ て い る と 感 じ た り 、

多 様 な 世 代 の 考 え 方 に 触 れ て 子 育 て の 視 野 が 広 が っ た り し て 安 心 感 や 自 信

を 持 つ こ と が で き ま す 。 子 ど も に と っ て も 、 親 以 外 の 大 人 や 他 の 子 ど も と

の 関 わ り の 中 で 育 つ こ と は 健 や か な 成 長 に つ な が る は ず で す 。  



  

 

 

 

 

 

 

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[地 域 子育て支援拠点事業 ]  

【北部】  2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  42,666 人回/年  43,224 人回/年  43,694 人回/年  44,335 人回/年  44,768 人回/年  

確 保 方 策  ９ か 所  ９ か 所  ９ か 所  ９ か 所  ９ か 所  

 

【中央】  2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  45,287 人回/年  45,033 人回/年  44,740 人回/年  44,480 人回/年  44,464 人回/年  

確 保 方 策  6 か 所  ７ か 所  ７ か 所  ７ か 所  ７ か 所  

 

【南部・東部】 2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  41,382 人回/年  41,279 人回/年  40,560 人回/年  40,018 人回/年  39,277 人回/年  

確 保 方 策  ７ か 所  ７ か 所  ７ か 所  ７ か 所  ７ か 所  

 

【市全域】  2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  129,335 人回/年  129,535 人回/年  128,994 人回/年  128,833 人回/年  128,509 人回/年  

確 保 方 策  ２ ２ か 所  ２ ３ か 所  ２ ３ か 所  ２ ３ か 所  ２ ３ か 所  

 

[地 域 子育て支援拠点職員対象の合同研修会 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

  

   

 

[市 民 活動団体への支援 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

毎 年 度 開 催  

地域子ども・子育て支援事業 

◆ 地域子育て支援拠点事業 [前掲＊6 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>]や子育てサロン、母と子のつどい、

園庭開放、幼稚園の未就園児教室、こども食堂、保護者同士の育児サークルなどが、

認定こども園・保育園・幼稚園、地域団体、民生委員・児童委員、柏市民健康づくり

推進員、各種民間団体などにより地域の中で実施されています。これらの活動は、貴

重な地域資源であり、より多くの親子に有効活用されるよう、相互の有機的なつなが

りをつくっていくことが必要です。また、これら以外の不定期に行われるようなイベ

ントなども、子育てのつながりをつくったり、情報を得たりする有効な機会です。  

 

団 体 へ の 情 報 提 供 や 情 報 の 告 知 等 の 支 援  



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 子育てに関する情報が、子育て家庭や子どもに関わりや関心のある方など広く

市民に伝わる情報提供体制をつくります。また、子育てについて相談しやすい体

制を充実させます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  情 報提供体制の充実  

 子 育 て家庭や子育てを支援している人、子どもに関わる事業者な

どに子育てに関する制度や施設、交流や相談の場などの必要な情報

が確実に届くよう、さまざまな媒体で情報提供を行います。また情

報公開を進め、市民が施策に参画しやすい体制づくりを行います。  

 ②  利 用者支援事業の充実  

 母 子 保健事業、地域の子育て支援事業、教育・保育などを妊娠期

から切れ目なく円滑に利用できるよう、母子保健型・基本型・特定

型の各利用者支援事業 [前掲＊5 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>]を、それぞれの特性を生かし、

互いに連携しながら身近な場所で行います。  

 ③  相 談体制の充実  

 妊 娠 ・出産期からの積極的な周知や、相談のきっかけをつかみや

すい工夫により各種相談窓口を利用しやすくします。また、専門機

関の間の連携の強化を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

1  親 子が 社会へつながる一歩を踏み出せる環境をつくる  

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  親 子 が 集 ま る 場 や 子 育 て を 学 べ る 場 を 知 る こ と で 、 親 子 が 街 へ 一 歩 踏 み

出 し 、 地 域 や 支 援 に つ な が り や す く な り ま す 。 情 報 が 必 要 な 方 が 適 時 に 情

報 を 受 け 取 り 子 育 て に 役 立 て る に は 、 情 報 が 目 に 付 く と こ ろ に あ る 、 詳 し

く 調 べ ら れ る 、 人 か ら 勧 め ら れ る な ど 、 同 じ 情 報 で も 多 様 な 方 法 で 手 に 入

る こ と も 重 要 で す 。 紙 媒 体 の ほ か イ ン タ ー ネ ッ ト や Ｓ Ｎ Ｓ 、 子 育 て 支 援 者

へ の 情 報 提 供 な ど 、 さ ま ざ ま な 方 法 ・ 媒 体 を 活 用 し ま す 。  

◆  相 談 窓 口 を 利 用 す る こ と に 敷 居 が 高 い と 感 じ る 方 も 少 な く あ り ま せ ん 。

健 診 ・ 訪 問 の 機 会 や 交 流 拠 点 へ 遊 び に 来 た 時 を と ら え て 相 談 や 支 援 に つ な

げ る 工 夫 も 大 切 で す 。  

◆  利 用 者 支 援 事 業 は 施 設 ・ 事 業 の 利 用 の 案 内 、 相 談 、 情 報 提 供 、 助 言 を 含

む 「 総 合 的 な 利 用 者 支 援 」 と 、 地 域 の 関 係 者 と の 連 携 や 不 足 し て い る 社 会

資 源 の 開 発 な ど の 「 地 域 連 携 」 を 行 い ま す 。  

 施策１－(2) 情報提供・相談体制の充実  

 



  

 

 ■ 主な事業の年次計画  

[情 報 提供事業 ]  

２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 
[利 用 者支援事業 ]  

○特定型 （保育アシストデスク・アシストコール）・基本型 （子育て支援アドバイザー） 

【市全域】  ２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  3 か 所  3 か 所  4 か 所  5 か 所  5 か 所  

確 保  

方 策  

特 定 型  1 か 所  1 か 所  1 か 所  1 か 所  1 か 所  

基 本 型  ２ か 所  2 か 所  3 か 所  4 か 所  4 か 所  

  

○母子保健型 (妊娠子育て相談センター)  

【市全域】  ２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  4 か 所  4 か 所  4 か 所  4 か 所  4 か 所  

確 保 方 策  4 か 所  4 か 所  4 か 所  4 か 所  4 か 所  

 
 
[乳 児 家庭全戸訪問事業 ]  

【市全域】  ２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  3,108 人 3,103 人 3,096 人 3,080 人 3,072 人 

確 保 方 策  

[実 施 体 制 ]  

 家 庭 訪 問 （ 保 健 師 ・ 助 産 師 ・ 看 護 師 等 ）  

[実 施 機 関 ]  

 柏 市 保 健 所 地 域 保 健 課  

 
 

[妊 婦 健康診査 ]  

【市全域】  ２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  38,837 件/年 38,778 件/年 38,683 件/年 38,493 件/年 38,386 件/年 

確 保 方 策  

[実 施 場 所 ・ 実 施 体 制 ]  

 医 療 機 関 等  

 [検 査 項 目 ]  

 柏 市 が 定 め る 妊 婦 一 般 健 康 診 査 の 公 費 負 担 検 査 項 目  

[実 施 時 期 ]  

 受 診 票 の 交 付 を 受 け た 日 か ら 出 産 の 日 ま で  

 

 

 

子育てサイト 「はぐはぐ柏」の運営や 「かしわこそだてハンドブック」
の作成（隔年）・配布、支援者への情報提供など 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 地域の子育てについて話したり、一緒に活動したり、互いに支援したりできる

ような支援団体（支援者）のネットワークが、柏市における子ども・子育て支援

全体を支えます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  支 援団体（支援者）のネットワーク活動支援  

 子 育 てに関する情報の共有をはじめ、地域における子ども・子育

て支援の横の連携が図られるよう、フォーラムの開催などを通じて

子育てを支援する団体等のネットワーク活動を支援します。  

 ②  支 援団体（支援者）の育成  

 子 育 て支援者や支援したいと考えている方への情報提供や各種研

修等を行います。また、子育て中の当事者自身が支援者となるきっ

かけづくりなどを行います。  

 

 
 
 

２子どもを多くの目と手で育てる支援体制や地域環境をつくる  

施策２－(１) 子育ての支援ネットワーク活動の支援 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  支 援 団 体（ 支 援 者 ）は 、大 切 な 地 域 資 源 で あ り 、必 要 不 可 欠 な “子 育 て イ

ン フ ラ ”と で も い う べ き 存 在 で す 。こ の “子 育 て イ ン フ ラ ”の 横 の 連 携 が 強 ま

る こ と は 、 地 域 の 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 の 基 盤 を 強 化 し 、 支 援 の 網 の 目 を 細

か く す る こ と に つ な が り ま す 。  

◆  第 一 期 計 画 は 、 市 民 活 動 団 体 の ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 に 取 り 組 み 、 市 民 活 動

者 同 士 の つ な が り の き っ か け や 支 援 者 と し て 活 動 を 始 め る 人 が 増 え 、 新 た

な 活 動 が 生 ま れ ま し た 。各 支 援 者 は さ ら に「 こ ん な つ な が り も あ る と い い 」

と 次 の ネ ッ ト ワ ー ク を 模 索 し て い ま す 。 本 計 画 で は 、 各 支 援 者 の そ う し た

意 見 を 丁 寧 に 聴 き な が ら 、 ネ ッ ト ワ ー ク 活 動 が 行 え る 土 台 ・ 場 づ く り を 行

い ま す 。  

◆  市 民 活 動 団 体 、 教 育 ・ 保 育 の 関 係 者 や 医 療 ・ 福 祉 関 係 者 、 行 政 な ど そ れ

ぞ れ の カ テ ゴ リ に は 既 存 の ネ ッ ト ワ ー ク も あ り ま す 。「ネ ッ ト ワ ー ク 」は 必

ず し も 一 つ で あ る 必 要 は な く 、各 ネ ッ ト ワ ー ク の 部 分 部 分 が 重 な る こ と で 、

全 体 に ゆ る や か な ネ ッ ト ワ ー ク が 形 作 ら れ 、 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 の 基 盤 の

強 化 が 期 待 で き ま す 。 市 民 が 関 わ る ネ ッ ト ワ ー ク が 継 続 す る に は 、 さ ま ざ

ま な 関 わ り 方 や 出 入 り が で き る ゆ る や か さ も 大 切 で す 。  

◆  子 育 て 支 援 の ネ ッ ト ワ ー ク は 当 事 者 で あ る 子 育 て 中 の 方 が 加 わ る こ と

で 活 性 化 し ま す 。 当 事 者 が 参 加 し や す い こ と も 大 事 な 視 点 で す 。  

 



  

[支 援 団体 （支 援者 ）のネットワーク活動支援 ・フォーラムの開催 ] 

２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[支 援 団体 （者 ）の育成 ] 

２ 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援団体（支援者）への情報提供 

情報誌作成等を通じたネットワーク事業 

関 係 者 と の

意見交換 

実 行 委 員 会 と の 協 働 に よ る 子 育 て 応 援 フ ォ ー ラ ム の 開 催  

ネットワーク会議の開催 



  

 

 

 

 

 

 乳幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うものです。乳幼

児期の子どもの誰もが教育・保育を受けられるよう、教育・保育施設や地域型保

育事業[前掲＊12 <2４ﾍﾟｰｼﾞ>]を計画的に整備し、幼児教育・保育の無償化を実施しま

す。また、こどもルームについては、小学生の安全・安心な放課後の居場所とし

て保育室の整備を進めます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  

 

 ①  教育・保育施設及び地域型保育事業の計画的な整備等 

 満３歳未満の子どもが多数を占める入園保留児[前掲＊3 <10 ﾍﾟｰｼﾞ>]を減らしな

がら、満３歳以降の継続的かつ安定的な教育・保育環境を確保するため、教育・

保育施設の計画的な整備を進めます。 

 ②  認定こども園の普及 

 多様な教育・保育ニーズに対応するため、既存幼稚園の幼保連携型認定こど

も園への移行に加え、幼稚園型認定こども園への移行についても進めます。 

 ③  放課後児童（主に小学生）の居場所の確保 

 増加する保育需要に対応するため、学校の余裕教室の活用や学校施設との複

合化等により、こどもルームの整備を進めていきます。また、こどもルームを

始めとした放課後児童を対象とする各事業との連携により、小学校区ごとの状

況に合わせた柔軟な対応を行い、児童の居場所の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ■ 施策が目指す方向性  

２子どもを多くの目と手で育てる支援体制や地域環境をつくる  

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  共 働 き の 増 加 割 合 が 加 速 し 、 保 育 需 要 も 依 然 と し て 増 加 し て い ま す 。

保 育 環 境 の 整 備 は 、こ ど も ル ー ム の 定 員 確 保 も 含 め 、仕 事 と 子 育 て の 両 立

の た め の 基 盤 整 備 と し て 、 安 定 的 な 提 供 体 制 の 確 保 が 必 要 で す 。  

◆  保 育 の 必 要 定 員 数 の 確 保 は 、 教 育 ・ 保 育 施 設 の 整 備 を 中 心 に 行 う こ と

と し 、 既 存 幼 稚 園 の 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 へ の 移 行 及 び 私 立 認 可 保 育

園 の 整 備 に 加 え 、 幼 稚 園 型 認 定 こ ど も 園 へ の 移 行 に つ い て も 併 せ て 進 め

て い く こ と と し ま す 。  

◆  地 域 型 保 育 事 業 に つ い て は 、 教 育 ・ 保 育 施 設 を 補 完 す る も の と し て 、

ま ず は 保 育 士 資 格 、施 設 基 準 等 の 一 定 の「 保 育 の 質 」の 確 保 が 可 能 な 小 規

模 保 育 事 業 [前掲＊１4<24 ﾍﾟｰｼﾞ>]Ａ 型 の 整 備 を 優 先 し て 行 い ま す 。次 に 、お 子

さ ん の 障 害 等 で 集 団 保 育 が 著 し く 困 難 な 場 合 や 、 保 護 者 が 夜 間 に 勤 務 す

る 場 合 に 対 応 す る た め 、居 宅 訪 問 型 保 育 事 業 [前掲＊15<24 ﾍﾟｰｼﾞ>]の 整 備 を 行

い ま す 。最 後 に 、迅 速 な 施 設 整 備 が 期 待 で き る こ と な ど を 考 慮 し 、事 業 所

内 保 育 事 業 [前掲＊16<24 ﾍﾟｰｼﾞ>]の 整 備 を 行 い ま す 。  

 

 施策２－(2) 教育・保育の計画的整備・提供  

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

◆  教 育 と 保 育 を 一 体 的 に 提 供 す る 認 定 こ ど も 園 は 、 保 護 者 の 就 労 状 況 が 変

わ っ た 場 合 で も 継 続 し て 利 用 で き る と い う 特 徴 が あ り 、 待 機 児 童 を 減 ら す

効 果 も 期 待 で き ま す 。 柏 市 に お い て は 、 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 や 幼 稚 園

型 認 定 こ ど も 園 へ の 移 行 を 希 望 す る 幼 稚 園 に つ い て 、 施 設 の 状 況 や 利 用 者

の 意 向 等 を 踏 ま え な が ら 、 移 行 に 当 た り 、 必 要 と な る 施 設 運 営 面 で の 要 件

等 に つ い て 十 分 な 情 報 提 供 を 行 う と と も に 、 施 設 整 備 が 必 要 と な る 場 合 に

は 、 国 の 補 助 金 等 を 活 用 し て 支 援 し ま す 。  

◆  認 定 こ ど も 園 の 普 及 に 当 た り 、 既 存 幼 稚 園 か ら 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園

や 幼 稚 園 型 認 定 こ ど も 園 へ の 移 行 に よ り 需 要 を 超 え る 供 給 を 行 う 可 能 性 が

あ る 場 合 は 、 次 の と お り 取 り 扱 う こ と と し ま す 。  

・計 画 期 間 内 の 各 年 度 に お い て 、２ 号 認 定 ま た は ３ 号 認 定 の 利 用 定 員 の 総 数

が 量 の 見 込 み に 既 に 達 し て い る か 、 あ る い は 既 存 幼 稚 園 か ら 幼 保 連 携 型

認 定 こ ど も 園 や 幼 稚 園 型 認 定 こ ど も 園 へ の 新 た な 移 行 に よ っ て こ れ を 超

え る こ と に な る と 認 め る 場 合 、 将 来 的 な 保 育 需 要 の 見 込 み を 踏 ま え て 整

備 を 進 め る か ど う か 判 断 す る こ と と し ま す 。  

・な お 、計 画 期 間 内 の 同 一 年 度 に お い て 、一 部 の 教 育・保 育 提 供 区 域 で は ２

号 認 定 及 び ３ 号 認 定 の 利 用 定 員 の 総 数 が 量 の 見 込 み に 達 し て い る （ 供 給

量 が 需 要 量 を 上 回 っ て い る ）が 、残 り の 教 育・保 育 提 供 区 域 で は 量 の 見 込

み に 達 し て い な い（ 供 給 量 が 需 要 量 に 達 し て い な い ）場 合 に は 、量 の 見 込

み に 達 し て い な い 教 育 ・ 保 育 提 供 区 域 で の 既 存 幼 稚 園 か ら 幼 保 連 携 型 認

定 こ ど も 園 や 幼 稚 園 型 認 定 こ ど も 園 へ の 移 行 が 優 先 さ れ ま す 。  

・ま た 、各 施 設 の ２ 号 認 定 ま た は ３ 号 認 定 の 利 用 定 員 は 、保 育 需 要 等 の 実 情

を 踏 ま え て 、 申 請 事 業 者 と 市 と の 間 で 協 議 の 上 設 定 し ま す 。  

◆  希 望 す る 保 育 園 に 入 る た め に 、 育 児 休 業 後 の 復 帰 時 期 を 早 め た り す る 傾

向 が あ り ま す 。産 後・育 児 休 業 後 に 教 育・保 育 施 設 や 地 域 型 保 育 事 業 を 円 滑

に 利 用 で き る よ う に す る た め 、 次 の 取 り 組 み を 行 い ま す 。  

・ 施 設 や 事 業 を 計 画 的 に 整 備 し 、 保 育 の 量 的 拡 大 を 図 り ま す 。  

・利 用 者 支 援 事 業 [前掲＊5 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>] （ 3２ ペ ー ジ ］施 策 1- ( 2 )の ② 参 照 ）の

窓 口 で 、 そ れ ぞ れ の 希 望 に 合 っ た 情 報 を 分 か り や す く 提 供 し ま す 。  

・ 施 策 1- ( 2 )の ① に よ り 、 教 育 ・ 保 育 施 設 の 情 報 な ど 、 子 育 て に 必 要 な 情

報 を 妊 娠 中 な ど に 前 も っ て 受 け 取 る こ と が で き る 環 境 を 整 え ま す 。  

◆  施 策 ３ - (１ )、 - (２ )、 - (３ )  、 - (４ )を 踏 ま え 、 要 保 護 児 童 、 障 害 児 、 ひ

と り 親 家 庭 や 外 国 に つ な が る 子 ど も な ど さ ま ざ ま な 環 境 に あ る 子 ど も が 、

必 要 な 際 に 教 育 ・ 保 育 施 設 等 を 利 用 で き る 体 制 整 備 に 取 り 組 み ま す 。  

◆  幼 児 教 育 ・ 保 育 の 無 償 化 に 当 た り 、 そ の 保 育 料 等 の 給 付 に つ い て は 、 保

護 者 の 経 済 的 負 担 の 軽 減 や 利 便 性 等 に 配 慮 し な が ら 、 公 正 で 適 正 な 給 付 方

法 を 実 施 し て い き ま す 。  

◆  学 童 保 育 の 需 要 も 増 加 が 見 込 ま れ る こ と か ら 、 学 校 ご と の 児 童 数 の 将 来

見 込 み や 入 所 率 の 推 移 を 見 な が ら 、 計 画 的 に 必 要 な こ ど も ル ー ム の 整 備 を

進 め て い き ま す 。  

◆  こ ど も ル ー ム の 整 備 は 、 学 校 の 余 裕 教 室 の 活 用 、 学 校 施 設 の 整 備 に 合 わ

せ た 複 合 化 等 に よ り 進 め て い き ま す 。 学 校 内 で の 保 育 室 の 整 備 が 困 難 で 、

入 所 児 童 数 の 将 来 見 込 み が 保 育 定 員 の 上 限 を 大 幅 に 超 過 す る お そ れ が あ る

小 学 校 区 に つ い て は 、 学 校 敷 地 外 へ の 保 育 室 の 整 備 や 、 民 間 学 童 保 育 の 誘

致 等 を 含 め た 対 策 を 検 討 し ま す 。  



  

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[教 育 ・保育 ]  

 ○1 号  

【北部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,8 17 人  1 ,6 85 人  1 ,5 57 人  1 ,5 54 人  1 ,5 57 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  50 7 人  507 人  507 人  507 人  507 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  1 ,7 27 人  1 ,7 27 人  1 ,7 27 人  1 ,7 27 人  1 ,7 27 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  2 ,2 34 人  2 ,2 34 人  2 ,2 34 人  2 ,2 34 人  2 ,2 34 人  

 

【中央】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,0 99 人  988 人  881 人  879 人  882 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  40 9 人  409 人  537 人  537 人  537 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  1 ,0 02 人  1 ,0 02 人  702 人  702 人  702 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  1 ,4 11 人  1 ,4 11 人  1 ,2 39 人  1 ,2 39 人  1 ,2 39 人  

 

【南部・東部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,6 33 人  1 ,5 59 人  1 ,4 87 人  1 ,4 86 人  1 ,4 87 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  52 1 人  521 人  521 人  521 人  521 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  2 ,1 26 人  2 ,1 26 人  2 ,1 26 人  2 ,1 26 人  2 ,1 26 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  2 ,6 47 人  2 ,6 47 人  2 ,6 47 人  2 ,6 47 人  2 ,6 47 人  

 

【市全域】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  4 ,5 49 人  4 ,2 32 人  3 ,9 25 人  3 ,9 19 人  3 ,9 26 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  1 , 4 37 人  1 ,4 37 人  1 ,5 65 人  1 ,5 65 人  1 ,5 65 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  4 ,8 55 人  4 ,8 55 人  4 ,5 55 人  4 ,5 55 人  4 ,5 55 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  6 ,2 92 人  6 ,2 92 人  6 ,1 20 人  6 ,1 20 人  6 ,1 20 人  

※ 特 定 教 育 ・保 育 施 設 とは、認 定 こども園 、確 認 を受 ける幼 稚 園 及 び認 可 保 育 園 をいう。  

 

 

 

 

 

 

教育・保育 



  

  ○２号 （学校教育利用希望が強い）  

【北部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  293 人  293 人  293 人  293 人  293 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  0 人  0 人  0 人  0 人  0 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  293 人  293 人  293 人  293 人  293 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  293 人  293 人  293 人  293 人  293 人  

 

【中央】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  448 人  448 人  448 人  448 人  448 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  0 人  0 人  0 人  0 人  0 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  448 人  448 人  448 人  448 人  448 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  448 人  448 人  448 人  448 人  448 人  

 

【南部・東部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  564 人  564 人  564 人  564 人  564 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  0 人  0 人  0 人  0 人  0 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  564 人  564 人  564 人  564 人  564 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  564 人  564 人  564 人  564 人  564 人  

 

【市全域】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  0 人  0 人  0 人  0 人  0 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  ー  ー  ー  ー  ー  

計  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  1 ,3 05 人  

※ 特 定 教 育 ・保 育 施 設 とは、認 定 こども園 、確 認 を受 ける幼 稚 園 及 び認 可 保 育 園 をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 ○２号 （「学 校教育利用希望が強い」以 外 ）  

【北部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,4 94 人  1 ,6 26 人  1 ,7 54 人  1 ,7 57 人  1 ,7 54 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  1 , 7 31 人  1 ,8 57 人  1 ,9 11 人  1 ,9 11 人  1 ,9 11 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  283 人  283 人  283 人  283 人  283 人  

計  2 ,0 14 人  2 ,1 40 人  2 ,1 94 人  2 ,1 94 人  2 ,1 94 人  

 

【中央】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,7 33 人  1 ,8 44 人  1 ,9 51 人  1 ,9 53 人  1 ,9 50 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  1 , 6 82 人  1 ,7 90 人  1 ,9 16 人  1 ,9 16 人  1 ,9 16 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  77 人  77 人  77 人  77 人  77 人  

計  1 ,7 59 人  1 ,8 67 人  1 ,9 93 人  1 ,9 93 人  1 ,9 93 人  

 

【南部・東部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,4 27 人  1 ,5 01 人  1 ,5 73 人  1 ,5 74 人  1 ,5 73 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  1 , 4 55 人  1 ,5 09 人  1 ,5 63 人  1 ,5 63 人  1 ,5 63 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  91 人  91 人  91 人  91 人  91 人  

計  1 ,5 46 人  1 ,6 00 人  1 ,6 54 人  1 ,6 54 人  1 ,6 54 人  

 

【市全域】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  4 ,6 54 人  4 ,9 71 人  5 ,2 78 人  5 ,2 84 人  5 ,2 77 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※  4 , 8 68 人  5 ,1 56 人  5 ,3 90 人  5 ,3 90 人  5 ,3 90 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業  ー  ー  ー  ー  ー  

認 可 外 保 育 施 設  451 人  451 人  451 人  451 人  451 人  

計  5 ,3 19 人  5 ,6 07 人  5 ,8 41 人  5 ,8 41 人  5 ,8 41 人  

※ 特 定 教 育 ・保 育 施 設 とは、認 定 こども園 及 び認 可 保 育 園 をいう。  

 

 

 

 

 

 

 



  

 ○３号 （０歳 ）  

【北部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  208 人  231 人  249 人  250 人  249 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 20 0 人  206 人  212 人  212 人  212 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 1 4 人  14 人  14 人  14 人  14 人  

認 可 外 保 育 施 設  48 人  54 人  54 人  54 人  54 人  

計  262 人  274 人  280 人  280 人  280 人  

 

【中央】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  222 人  241 人  255 人  255 人  255 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 27 2 人  284 人  290 人  290 人  290 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 1 5 人  18 人  21 人  21 人  21 人  

認 可 外 保 育 施 設  48 人  48 人  48 人  48 人  48 人  

計  335 人  350 人  359 人  359 人  359 人  

 

【南部・東部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  163 人  175 人  183 人  184 人  183 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 19 6 人  202 人  208 人  208 人  208 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 3 人  6 人  9 人  9 人  9 人  

認 可 外 保 育 施 設  14 人  14 人  14 人  14 人  14 人  

計  213 人  222 人  231 人  231 人  231 人  

 

【市全域】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  593 人  647 人  687 人  689 人  687 人  

保 育 利 用 率  18 . 1%  19 . 8%  21 . 1%  21 . 2%  21 . 2%  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 66 8 人  692 人  710 人  710 人  710 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 3 2 人  38 人  44 人  44 人  44 人  

認 可 外 保 育 施 設  110 人  116 人  116 人  116 人  116 人  

計  810 人  846 人  870 人  870 人  870 人  

※１ 特 定 教 育 ・保 育 施 設 とは、認 定 こども園 及 び認 可 保 育 園 をいう。  

※２  特 定 地 域 型 保 育 事 業 とは、小 規 模 保 育 事 業 Ａ型 、居 宅 訪 問 型 保 育 事 業 及 び事 業 所

内 保 育 事 業 をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 ○３号 （１・２歳 ）  

【北部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,0 89 人  1 ,1 83 人  1 ,2 76 人  1 ,2 77 人  1 ,2 76 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 84 8 人  914 人  944 人  944 人  944 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 9 5 人  95 人  95 人  95 人  95 人  

認 可 外 保 育 施 設  191 人  239 人  239 人  239 人  239 人  

計  1 ,1 34 人  1 ,2 48 人  1 ,2 78 人  1 ,2 78 人  1 ,2 78 人  

 

【中央】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  1 ,1 89 人  1 ,2 62 人  1 ,3 35 人  1 ,3 36 人  1 ,3 35 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 90 3 人  963 人  1 ,0 29 人  1 ,0 29 人  1 ,0 29 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 7 6 人  92 人  108 人  108 人  108 人  

認 可 外 保 育 施 設  219 人  219 人  219 人  219 人  219 人  

計  1 ,1 98 人  1 ,2 74 人  1 ,3 56 人  1 ,3 56 人  1 ,3 56 人  

 

【南部・東部】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  895 人  939 人  984 人  984 人  984 人  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 74 6 人  776 人  806 人  806 人  806 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 3 5 人  51 人  67 人  67 人  67 人  

認 可 外 保 育 施 設  124 人  124 人  124 人  124 人  124 人  

計  905 人  951 人  997 人  997 人  997 人  

 

【市全域】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量 の 見 込 み  3 ,1 73 人  3 ,3 84 人  3 ,5 95 人  3 ,5 97 人  3 ,5 95 人  

保 育 利 用 率  45 . 3%  48 . 2%  51 . 3%  51 . 4%  51 . 5%  

確

保

方

策 

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 ※1 2 , 4 97 人  2 ,6 53 人  2 ,7 79 人  2 ,7 79 人  2 ,7 79 人  

確 認 を 受 け な い 幼 稚 園  ー  ー  ー  ー  ー  

特 定 地 域 型 保 育 事 業 ※2 20 6 人  238 人  270 人  270 人  270 人  

認 可 外 保 育 施 設  534 人  582 人  582 人  582 人  582 人  

計  3 ,2 37 人  3 ,4 73 人  3 ,6 31 人  3 ,6 31 人  3 ,6 31 人  

※１ 特 定 教 育 ・保 育 施 設 とは、認 定 こども園 及 び認 可 保 育 園 をいう。  

※２  特 定 地 域 型 保 育 事 業 とは、小 規 模 保 育 事 業 Ａ型 、居 宅 訪 問 型 保 育 事 業 及 び事 業 所

内 保 育 事 業 をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 



  

[時 間 外保育事業 ]                    

【市全域】  2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み  3,219 人 3,212 人 3,200 人 3,204 人 3,200 人 

確保方策  
3,219 人 

(94 か所） 

3,212 人

(100 か所）  

3,200 人

(106 か所）  

3,204 人

(106 か所） 

3,200 人

(106 か所） 

 

 

[放 課 後児童健全育成事業 （こどもルーム）]   

【市全域】  2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

量の見込み  3,741 人  3,976 人  4,223 人  4,437 人  4,668 人  

  

   

  

  

  

  

  

  

１ 年 生  1,353 人  1,500 人  1,588 人  1,619 人  1,718 人  

２ 年生  1,092 人  1,102 人  1,222 人  1,294 人  1,320 人  

３ 年生  858 人  929 人  939 人  1,039 人  1,101 人  

低 学年計  3,303 人  3,531 人  3,749 人  3,952 人  4,139 人  

４ 年生  326 人  330 人  357 人  361 人  400 人  

５ 年生  83 人  85 人  86 人  93 人  95 人  

６ 年生  29 人  30 人  31 人  31 人  34 人  

高 学年計  438 人  445 人  474 人  485 人  529 人  

確 保方策  3,750 人  3,980 人  4,230 人  4,440 人  4,670 人  

 

  

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 乳幼児期の教育・保育は子どもの健やかな成長にとって重要なものであること

から、質の確保・向上に向けた取り組みを推進します。また、こどもルームにつ

いても児童が安全・安心に過ごせるよう、保育環境の向上を進めます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  幼 稚園教諭・保育士等の質の向上等  

 幼稚園教諭や保育士等の人材育成に取り組み、適正な保育環境を保ち

ます。また、保育士の労働環境へ配慮し、処遇改善事業を行います。  

 ②  幼 稚園教諭・保育士等の確保  

 合 同 就職説明会や養成校へのＰＲなどを通じて幼稚園教諭・保育

士等の確保に努めます。  

 ③  教 育・保育施設及び地域型保育事業の相互の連携  

 教 育 ・保育施設は、子ども・子育て支援において地域の中核的な

役割を担い、地域型保育事業 [前掲＊12 <24 ﾍﾟｰｼﾞ>]を行う者等と連携し、

必要に応じてこれらの者の保育の提供等に関する支援を行います。  

 ④  幼 保こ小連携の推進  

 幼 児 期の教育・保育から小学校への円滑な接続のために、市内の

認定こども園・認可保育園・幼稚園の協力のもと、幼児教育共同研

究や幼保こ小連絡協議会を通して、相互理解や交流・情報交換を進

め、より緊密な連携を図ります。  

 ⑤  各 施設・事業者への指導監督の実施  

 教 育 ・保育施設や地域型保育事業者のほか、幼児教育・保育の無

償化の対象となった認可外保育施設もその質が確保されるよう、立

ち入り調査や巡回指導などの指導監督を行います。  

 ⑥  こ どもルームの保育環境の向上  

 指 導 員の研修や施設・設備の修繕・更新、運営状況の点検等によ

り保育環境の向上を進めます。  

 

 

 

 

２子どもを多くの目と手で育てる支援体制や地域環境をつくる  

 施策２－(3) 教育・保育の質の確保・向上  

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  市 が 実 施 す る 研 修 に は 市 内 全 て の 施 設 ・ 事 業 者 に 情 報 提 供 す る な ど 、 市

全 体 の 保 育 の 質 の 確 保・向 上・底 上 げ を 図 り ま す 。ま た 、市 独 自 の 処 遇 改 善

事 業 や 、 特 別 な 支 援 を 要 す る 子 ど も に 対 す る 職 員 の 加 配 事 業 、 予 備 保 育 士

配 置 事 業 等 を 継 続 し て 行 い 、 保 育 士 の 労 働 環 境 を 整 備 し ま す 。  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[幼 稚 園教諭 ・保育士等の質の向上等 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

  
   

 

[教 育 ・保育施設及び地域型保育事業を行 う者等に対する適切な指導 ・助 言 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[幼 稚 園教諭 ・保育士等の確保 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[教 育 ・保育施設及び地域型保育事業の相互の連携 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

 

教 育 ・ 保 育 施 設 と 地 域 型 保 育 事 業 の 相 互 の 連 携 支 援  

事 業 者 と 行 政 に よ る 合 同 就 職 説 明 会 な ど の 実 施  

職 員 研 修 （ 合 同 研 修 含 む ） の 実 施  

指 導 ・ 助 言 の 実 施  

◆  保 育 人 材 の 不 足 は 全 国 的 な 課 題 と な っ て い ま す 。 事 業 者 と も 協 力 し な が

ら 、 合 同 就 職 説 明 会 の 開 催 や 保 育 士 養 成 校 へ の Ｐ Ｒ 等 を 強 化 し 、 柏 市 で 働

く 魅 力 を 発 信 し て い き ま す 。  

◆  小 学 校 へ の 接 続 に お い て 生 じ る 問 題 の 解 消 に は 、 子 ど も の 発 達 や 学 び の

連 続 性 を 踏 ま え た 一 貫 性 の あ る 活 動 が 必 要 で す 。 そ の た め 、 小 学 校 と の 情

報 共 有 や 相 互 理 解 を 深 め 、 そ の 成 果 を そ れ ぞ れ の 活 動 に 活 か す こ と が で き

る よ う な 連 携 を 行 い ま す 。  

◆  要 保 護 児 童 、 障 害 児 、 ひ と り 親 家 庭 等 に 対 し 、 適 切 な 教 育 ・ 保 育 の 提 供

が で き る よ う 、 関 係 機 関 と の 連 絡 体 制 を 強 化 し ま す 。  



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 子育て家庭が安心して子育てにあたり、一人ひとりの子どもが健やかに育つこ

とができるよう、家庭における様々な子育ての負担や不安、孤立感を和らげるた

めの支援を、地域・社会で行います。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  一 時的な預かりの充実  

 保 護 者の就労や緊急時対応、リフレッシュしたいときなど多様な

保育需要に対応した一時的な預かりを充実させます。  

 ②  経 済的負担の軽減  

 幼 児 教育・保育の無償化を始め、医療費等の負担軽減を図るため

の助成や実費徴収に係る補足給付事業 ＊17等を行うとともに、各種支

援制度の周知を進めます。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊17  実費徴収に係る補足給付事業：低所得で生計が困難である家庭に対して、経済的負担の軽減を図るため、    

給食費や教材費等の実費徴収に係る費用の一部を補助する事業 

２子どもを多くの目と手で育てる支援体制や地域環境をつくる  

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  子 ど も が 健 や か に 育 つ た め に は 、 親 子 の 間 に 「 よ り よ い 絆 」 が 築 か れ て

い く こ と が 大 切 で す 。 そ の た め に は 、 保 護 者 が 安 心 感 を 持 っ て 子 ど も と 向

き 合 え る 環 境 を 整 え 、 子 育 て や 子 ど も の 成 長 に 喜 び や 生 き が い を 感 じ る こ

と が で き る よ う な 支 援 が 求 め ら れ ま す 。  

◆ 子 育 て 支 援 は 保 護 者 の 子 育 て を 肩 代 わ り す る も の で は な く 、 地 域 や 社 会 が

保 護 者 に 寄 り 添 い 、 保 護 者 が と き に 子 ど も と 離 れ る 時 間 を 持 っ た り 経 済 的

支 援 を 受 け た り す る こ と で 、 安 心 感 を 持 っ て 子 育 て を 行 え る よ う に す る も

の だ と い う こ と を 、 子 育 て 当 事 者 は も と よ り 、 地 域 ・ 社 会 の す べ て の 構 成

員 が 理 解 す る 必 要 が あ り ま す 。  

◆  乳 幼 児 を 育 て る 家 庭 が 、 頼 れ る 知 人 や 親 族 も な く 子 育 て を 行 う こ と は 、

「 孤 育 て 」 と い わ れ る よ う に 、 親 に と っ て 負 担 が 大 き い 状 況 で す 。 特 に 初

め て 子 ど も を 持 つ 家 庭 や 転 入 し て 間 も な い 家 庭 は そ の 傾 向 が 強 い こ と が う

か が え ま す 。 父 母 と も に 子 育 て に あ た る 家 庭 は 増 え て い る も の の 、 長 時 間

労 働 な ど に よ り 子 育 て に 関 わ り た く て も 関 わ り づ ら い 父 親 も 多 く い ま す 。

こ う し た 状 況 の 保 護 者 が 少 な か ら ず い る こ と を 念 頭 に お い た 支 援 体 制 が 必

要 で す 。  

 

 施策２－(4) 子育て家庭の負担へのサポート  

 



  

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[一 時 預かり事業 [前掲＊8 <2３ﾍﾟｰｼﾞ>]（幼稚園型）]  

【市全域】  2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  157,039 人日/年  156,422 人日 /年  155,517 人日/年  156,192 人日/年  156,220 人日/年  

確 保 方 策  157,039 人日/年  156,422 人日 /年  155,517 人日/年  156,192 人日/年  156,220 人日/年  

 

[一 時 預かり事業 （幼稚園型を除く）]  

【市全域】 2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  18,917 人日/年  18,877 人日 /年  18,808 人日/年  18,824 人日/年  18,808 人日/年  

確 保 方 策  14,400 人日/年  15,506 人日 /年  16,625 人日/年  17,709 人日/年  18,808 人日/年  

 

[ファミリー・サポート・センター事業 [前掲＊9<2３ﾍﾟｰｼﾞ>]（就学前児童対象）]   

【市全域】  2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  7,116 人日/年  7,102 人日/年  7,076 人日/年  7,083 人日/年  7,075 人日/年  

確 保 方 策  7,116 人日/年  7,102 人日/年  7,076 人日/年  7,083 人日/年  7,075 人日/年  

 

[ファミリー・サポート・センター事業 （就 学後児童対象 ） ]   

【市全域】  2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  5,548 人日/年  5,537 人日/年  5,517 人日/年  5,523 人日/年  5,516 人日/年  

確 保 方 策  5,548 人日/年  5,537 人日/年  5,517 人日/年  5,523 人日/年  5,516 人日/年  

 

[子 育 て短期支援事業 [前掲＊7<23 ﾍﾟｰｼﾞ>]（宿 泊 を伴 うもの）]   

【市全域】  2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  469 人日/年  468 人日/年  466 人日/年  467 人日/年  466 人日/年  

確 保 方 策  469 人日/年  468 人日/年  466 人日/年  467 人日/年  466 人日/年  

 

[子 育 て短期支援事業 （宿 泊 を伴わないもの）]   

【市全域】  2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  254 人日/年  253 人日/年  253 人日/年  253 人日/年  253 人日/年  

確 保 方 策  254 人日/年  253 人日/年  253 人日/年  253 人日/年  253 人日/年  

 

[病 児 保育事業 ]  

【市全域】  2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

量 の 見 込 み  2,437 人日/年  2,432 人日/年  2,423 人日/年  2,425 人日/年  2,423 人日/年  

確 保 方 策  
1,450 人日/年  

（2 か所）  

1,740 人日/年  

（2 か所）  

1,740 人日/年  

（2 か所）  

1,740 人日/年  

（2 か所）  

2,610 人日/年  

（3 か所）  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けて、職業生活と家

庭生活の両立に対する理解と協力を得るための啓発活動や各種制度の周知等を進

めます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２子どもを多くの目と手で育てる支援体制や地域環境をつくる  

 施策 2－ (5) ワーク・ライフ・バランスの推進  

 

 

 柏 市 男女共同参画推進計画の基本課題「仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進」に基づき、

ワーク・ライフ・バランスの啓発や、育児・介護休業制

度に関する情報提供などを行います。  

ワーク・ライフ・バランスの推進は  

 

 

 

          に 基づいて取り組みます。 

柏市男女共同参画推進計画  



  

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[啓 発 イベント等 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[計 画の推進 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        男女共同参画イベントの開催 
        市内事業所等への啓発 

第三次柏市男女共同参画推進計画の推進（令和 8 年度まで） 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応のため、関係機関の連携の強化や児

童相談所＊18の設置に向けた取り組みを推進します。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  児 童相談所の設置  

 市 は 妊娠時から切れ目のない支援を行っており、その社会資源を

生かした児童相談所の設置に向け、検討を進めます。  

 ②  子 ども家庭総合支援拠点 ＊19 の運営  

 一 般 的な相談から児童虐待の対応まで子どもに関する相談・支援

を一体的に行うため、こども福祉課を子ども家庭総合支援拠点に位

置付け、運営します。また、配偶者暴力の相談支援機関との連携や

児童相談所設置に合わせ、組織や機能のあり方の検討を行います。  

 ③  要 保護児童対策地域協議会 ＊20 による連携強化  

 支 援 が必要な家庭のさまざまな養育課題やニーズへ対応するため、

福祉、医療、教育、保育、警察、民間団体等が参画する要保護児童

対策地域協議会を運営し、各機関との連携強化を図ります。  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

＊18  児童相談所：18 歳未満の児童に関するあらゆる問題について、児童や保護者などからの相談に応じ、児童 

  の最善の利益を図るために、児童や保護者に最も適した援助や指導を行う機関 

＊19 子ども家庭総合支援拠点：子どもとその家庭・妊産婦等を対象に、身近な場所で実情の把握、情報の提供、

相談や関係機関との連絡調整その他の必要な支援を行うための拠点 

＊20 要保護児童対策地域協議会：要保護児童等に関する情報、要保護児童や要支援児童・特定妊婦への適切な  

対応を図るために必要な情報交換を行い、支援の内容に関する協議を行う関係機関・団体で構成される組織 

３  一 人 ひとりが大切に育てられるよう、きめ細かい支援を行う  

 施策３－(１ ) 児童虐待の防止  

の防止  

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  児 童 虐 待 の 相 談 対 応 件 数 は 増 加 傾 向 に あ り ま す 。 虐 待 対 応 で は 関 係 機 関

の 連 携 が 重 要 で す が 、 出 生 か ら 子 ど も を 見 守 る こ と が で き る 市 が 児 童 相 談

所 を 設 置 す る こ と で 、 切 れ 目 な い 支 援 が で き る と 期 待 さ れ て い ま す 。  

◆  支 援 に あ た っ て は 、 虐 待 と い う 認 識 を 持 た ず に 虐 待 し て し ま う 、 虐 待 を

し て し ま う こ と に 苦 し ん で い る 保 護 者 が い る と い う 視 点 が 必 要 で す 。 し つ

け と 称 し た 体 罰 で あ っ て も 虐 待 で あ る と い う 認 識 や 通 報 の 啓 発 だ け に 終 わ

ら ず に 、 苦 し む 保 護 者 へ の 支 援 も 併 せ て 必 要 で す 。  

◆  虐 待 予 防 の 観 点 で 早 期 に 支 援 を 開 始 す る こ と も 重 要 で す 。 保 護 者 の 疾

患 、 ス ト レ ス や 経 済 的 不 安 等 が あ る 家 庭 を で き る だ け 早 く 把 握 し 、 虐 待 に

至 る 前 に 支 援 す る こ と が 必 要 で す 。 ま た 、 出 産 後 の 養 育 に 不 安 が あ る 妊 婦

が い る 家 庭 は 、 母 子 保 健 や 医 療 機 関 と 連 携 し て 妊 娠 中 か ら 支 援 を 開 始 す る

こ と が 求 め ら れ ま す 。   

 



  

 ■ 主な事業の年次計画  
 

[児 童 相談所の設置検討 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

  
 

 

 

[虐 待の未然防止 ・再発防止のための親への支援 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[要 保 護児童対策地域協議会でのケース支援強化 ・資 質向上 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[養 育 支援訪問事業 [前掲＊11 <23 ﾍﾟｰｼﾞ>]] 

【市全域】  2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

量 の 見 込 み  447 人日/年  460 人日/年  474 人日/年  488 人日/年  503 人日/年  

確 保 方 策  

 

・専 任 の 専 門 職（ 保 健 師・助 産 師・保 育 士 ）の 配 置 、子 ど

も の 養 育 に 不 安 の あ る 家 庭 へ の 定 期 訪 問  

・ 虐 待 の 未 然 防 止 の た め の 適 切 な 養 育 知 識 や 子 ど も と の

関 わ り 方 の 習 得 に よ る 対 象 家 庭 へ の 支 援  

・ 要 保 護 児 童 対 策 地 域 協 議 会 を 通 じ た 母 子 保 健 等 の 関 係

機 関 と の 連 携 に よ る 円 滑 な 支 援  

 

 

 

 
 

 
 

地域子ども・子育て支援事業 

・ペアレントトレーニング、養育支援訪問事業の実施 
・虐待をしてしまった親への再発防止の支援策の検討 

・支援状況を確認する会議の実施 
・調整機関（事務局）を担うこども福祉課職員の関連研修の計画的受講 
・協議会の構成員向けの研修実施 
 

・児童相談所の設置に向けた候補地・開所年度についての検討 
・人材育成・確保などの具体的な検討 



  

 
 
 
 
 
 
 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 障害のある子どもが健全に育ち、障害の有無によって分け隔てられることなく、

身近な地域で安心して生活できるようにするために、年齢や能力等に応じた適切

な支援を行います。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  早 期発見・早期支援と継続的支援の充実  

 支 援 の必要な子どもが早期に発見され、支援につながるよう、母

子保健事業や相談事業が連携するとともに、児童発達支援 ＊21 や放

課後等デイサービス ＊22 及びこどもルームでの受入れなど、ライフ

ステージに応じた切れ目のない支援を行います。また、医療的ケア

児 ＊23が身近な地域で必要な支援が受けられるよう、保健  ・医療  ・福

祉・教育が連携した受入れ体制を確保するほか 、教育及び療育の機

会を確保するため支援体制を構築します。  

 ②  総 合的・一体的な障害児福祉施策の検討  

 児 童 相談所 [前掲＊18 <50 ﾍﾟｰｼﾞ>]の設置検討に合わせて障害児福祉施策

の総合的・一体的な推進体制について、検討を行います。また、こ

ども発達センターのあり方を検討していきます。  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

＊21  児童発達支援：障害のある子どもに対して、日常生活における基本的動作の指導、知識技能の付与、集団生 

   活への適応訓練などを行う支援  

＊22 放課後等デイサービス：授業終了後や休校日に、児童発達支援センター等に通わせ、生活能力向上のための 

   必要な訓練、社会との交流促進などを行う支援  

＊23 医療的ケア児：NICU（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、 

   たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童  

３  一 人 ひとりが大切に育てられるよう、きめ細かい支援を行う  

 施策３－(2) 障害のある子どもへの支援  

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  平 成 28 年 の 児 童 福 祉 法 改 正 に よ り 、 障 害 児 支 援 の 提 供 体 制 の 計 画 的 な

整 備 を 図 る た め「 障 害 児 福 祉 計 画 」の 策 定 が 市 町 村 に 義 務 付 け ら れ ま し た 。

「 障 害 児 福 祉 計 画 」 は 「 障 害 福 祉 計 画 」 と 一 体 的 に 定 め る こ と が で き る と

さ れ て い る こ と か ら 、 柏 市 で は 、 現 在 は 障 害 者 基 本 法 に 基 づ く 「 障 害 者 基

本 計 画 」 と こ れ ら を 合 わ せ て 「 ノ ー マ ラ イ ゼ ー シ ョ ン か し わ プ ラ ン 」 と し

て 一 体 的 に 作 成 し て き ま し た 。  

◆  検 討 を 進 め て い る 児 童 相 談 所 が 設 置 さ れ る と 、 障 害 児 の 入 所 に 係 る 事 務

な ど 障 害 児 に 係 る 市 の 業 務 が 拡 大 し ま す 。 こ れ に 向 け 、 市 で は 障 害 児 施 策

を 総 合 的 ・ 一 体 的 に 推 進 で き る よ う 、 児 童 相 談 所 の 検 討 と 合 わ せ て 体 制 を

見 直 し・検 討 し て い き ま す 。ま た 、支 援 に 切 れ 目 が 生 じ な い よ う 、関 係 各 部

門 が 連 携 し て 施 策 に 取 り 組 み ま す 。  

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 主な事業の年次計画  

（１）相 談  

[発 達 相談 ]  

2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

 

   

 

（２）障 害児通所支援  

 [児 童 発達支援 ] 

 2 年 度  3 年 度  4 年 度  5 年 度  6 年 度  

見 込 み 量  
249 人/月  

(2,490 人日/月 ) 

 

  

 

 [放 課 後等デイサービス]  

 2 年 度  ３ 年度  ４年度  ５年度  ６年度  

見 込 み 量  
784 人/月  

(7,056 人日/月 ) 

 

 
 

 
 

 

（３）支 援体制の構築  

[切 れ目ない支援体制の見直 し]  

2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

 

    

[障 害 児施策の総合的 ・一 体的推進体制の構築 ]  

2 年 度  ３年度  ４年度  ５年度  ６年度  

 

    

  

 

 

第 3 期柏市

障害児福祉

計画により

設定 

 

 第２期柏市障害児福祉計画（第６期
柏市障害福祉計画と一体的に令和

２年度策定予定）により設定 

障害等により特別な支援が必要な０歳から１８歳未満の子どもが、
切れ目なく支援を受けられる体制の見直し 

発育や発達に不安や心配のある子どもについての 
相談と必要な支援体制の構築、官民事業所の連携 

第３期柏市

障害児福祉

計画により

設定 

 

 第２期柏市障害児福祉計画（第６期
柏市障害福祉計画と一体的に令和

２年度策定予定）により設定 

児童相談所の設置に向けた、障害児施策の総合的・一体的な推進体制
の検討・構築 

◆「 ノ ー マ ラ イ ゼ ー シ ョ ン か し わ プ ラ ン 」で は 、障 害 児 に 係 る 各 事 業 は 、「柏

市 障 害 児 福 祉 計 画 」 に お い て 量 の 見 込 み 等 を 定 め る こ と と さ れ て お り 、 策

定 方 法 等 も 今 後 の 体 制 の 見 直 し ・ 検 討 の 中 で 合 わ せ て 検 討 し て い き ま す 。  

 第３期柏市
障害児福祉

計画により

設定 

 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 ひとり親家庭が自立し、親子がともに安心して生活を営み、将来へ向かうこと

ができるよう、関係機関等の密接な連携のもと各種の支援策を進めます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３  一 人 ひとりが大切に育てられるよう、きめ細かい支援を行う  

 施策３－(３ ) ひとり親家庭の自立支援  

 

 ひとり親家庭の自立支援は  

 

 

 

          に 基づいて取り組みます。 

柏市ひとり親家庭等自立促進計画 

 第 ３ 期柏市ひとり親家庭等自立促進計画  （ 計画期間令

和２年度～６年度）に基づき、「子育て・生活支援」「就

業支援」「養育費確保支援」「経済的支援」「相談支援」

の５つの基本目標に向かって、総合的な自立支援を推進

します。  

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  ひ と り 親 世 帯 の 貧 困 率 は 50 .8%と 、２ 世 帯 に １ 世 帯 が 相 対 的 貧 困 の 状 況

に あ り ま す（ 厚 生 労 働 省「 平 成 28 年 国 民 生 活 基 礎 調 査 」）。こ の よ う な 経 済

的 困 窮 に あ る 世 帯 の 子 ど も た ち が 、 十 分 に 教 育 を 受 け ら れ ず 、 子 ど も た ち

の 世 代 も 貧 困 に 陥 っ て し ま う と い う 、 い わ ゆ る 「 貧 困 の 連 鎖 」 を 断 つ 必 要

が あ り ま す 。  

◆  第 ３ 期 柏 市 ひ と り 親 家 庭 等 自 立 促 進 計 画 で は 、 基 本 理 念 に 「 す べ て の ひ

と り 親 家 庭 等 に “あ ん し ん の 環 ”を 」 を 掲 げ て い ま す 。  

◆  ５ つ の 基 本 目 標 の も と 、 子 ど も の 生 活 ・ 学 習 支 援 の 強 化 、 ひ と り 親 の 自

立 に 向 け た 資 格 取 得 の 後 押 し 、養 育 費 相 談 の 充 実 、各 種 手 当 の 適 正 な 給 付 、

そ し て こ れ ら の 土 台 で あ る 相 談 支 援 体 制 の 強 化 に 取 り 組 み ま す 。  



  

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[柏 市 ひとり親家庭等自立促進計画の推進 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

[生 活 ・学習支援事業 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

[就 労 支援事業 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

[経 済 的支援事業 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

[母 子 ・父子自立支援員相談事業 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

 

ひとり親家庭などの小学生から中学・高校生等までを対象に、生活支援課・
こども福祉課による生活・学習支援事業の実施 

ひとり親の自立に向けた資格取得のため高等職業訓練促進給付金・資金貸付
金事業、就業・自立支援センター事業の実施 

第３期柏市ひとり親家庭等自立促進計画の実施 

児童扶養手当[前掲＊4 <１１ﾍﾟｰｼﾞ>]、ひとり親家庭等医療費等助成、遺児等養
育手当など経済的支援の実施（児童扶養手当受給資格者数：約 2,800 人） 

自立支援員による就業相談、生活全般に渡る困りごとなどに関する相談事業
の実施（年間相談件数：約 2,000 件） 



  

 

 

 

 

 ■ 施策が目指す方向性  
 

 貧困の状況にある子どもや外国につながる子どもなど、生まれ育った環境に左

右されることなく子どもが健やかに育つ環境づくりを進めます。 

 

 ■ 実現に向けて取り組むこと  
 

 ①  子 どもの貧困対策  

 「 柏市子どもの貧困対策推進計画」に基づいて、「教育の支援」「生

活の支援」「就労の支援」「経済的な支援」を柱として総合的な支援

に取り組みます。  

 ②  外 国につながる子どもへの支援  

 支 援 を必要としている外国につながる子どもが安心して、教育・

保育施設や子育て支援のサービスを利用できるよう、外国語版等に

よる情報提供に努めるとともに、利用者支援事業 [前掲＊5 <13 ﾍﾟｰｼﾞ>]な

どにより各々の事情に応じた対応に努め、関連する部署間の連携体

制により支援を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 
 
 
 
 

３  一 人 ひとりが大切に育てられるよう、きめ細かい支援を行う  

 施策３－(４) さまざまな環境にある子どもへの支援 

 

■■取 り組 みのポイント■■ 

◆  日 本 の 子 ど も の ７ 人 に １ 人 が 相 対 的 貧 困 の 状 況 に あ る と い わ れ て い ま

す 。デ リ ケ ー ト な 問 題 で も あ り 、支 援 の 手 が 届 き に く い の も 事 実 で す 。こ

う し た 部 分 に 配 慮 し な が ら 計 画 を 進 め て い く こ と が 必 要 で す 。  

◆  言 語 や 文 化 ・ 習 慣 な ど が 異 な る こ と に よ っ て 抱 え る 課 題 は 一 人 ひ と り

異 な る は ず で す 。子 ど も と 保 護 者 が 安 心 し て 生 活 で き る よ う に 、丁 寧 な 対

応 が 求 め ら れ ま す 。  

◆  I T 産 業 の 発 展 や 国 際 化 ・ グ ロ ー バ ル 化 が 進 む 一 方 で 、さ ま ざ ま な 社 会

問 題 が ク ロ ー ズ ア ッ プ さ れ 、 子 ど も が 育 つ 環 境 は め ま ぐ る し く 変 化 し 続

け て い ま す 。 変 わ る 社 会 の は ざ ま で 支 援 を 求 め る 子 ど も や 家 庭 の 声 に 耳

を 傾 け 、 ど ん な 支 援 が で き る の か を 行 政 と 市 民 が 連 携 し て 考 え て い か な

く て は な り ま せ ん 。  



  

 ■ 主な事業の年次計画  

 

[柏 市 子 どもの貧困対策推進計画の推進 ] 

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

 

 

  

 

 [外 国 につながる子 どもへの支援 ]  

2 年 度  ３ 年 度  ４ 年 度  ５ 年 度  ６ 年 度  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市子どもの貧困対策推
進計画の実施 

第２期柏市子どもの貧困対策推進
計画の実施 

外国人等に関する各機関との情報共有 

外国につながる子どもの実情の把握、施策検討・実施 


